
令和８年度 

地域限定旅行業務取扱管理者試験問題 

  次の注意事項に従って解答してください。（全２５ページ） 

  なお、本試験問題は、令和８年６月１日現在を基準としています。 

  〔注意事項〕 

 １．答は、別の解答用紙（マークシート）に記入してください。 

 ２．マークは濃度ＨＢまたはＢの鉛筆（シャープペンシルを含む。）を使用し、濃くきれいに 

塗りつぶしてください。 

 ３．印刷が不鮮明なものや頁の欠落がありましたら取り替えますので、着席したまま手を挙げ

てください。 

 ４．試験終了後、この問題冊子は持ち帰ることができます。 

 ５．解答用紙（マークシート）は、必ず提出してください。白紙答案等の場合であっても、持

ち帰ることはできません。 

 ６．解答用紙（マークシート）の記入にあたっては、次の例に従ってください。指示に従わな

い場合は、採点されません。 

  試験地、受験番号、氏名欄の記入例及び解答欄の記入例 

  〔記入例〕試験地 東京都 受験番号 ００５３９番  観光 次郎の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
科
目 

指示があるまで開いてはいけません 

問題の内容に関する質問にはお答えできません。 

カンコウ ジロウ 

観光 次郎 ００５３９ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配 点】 

１ 旅行業法及びこれに基づく命令 

  各４点×２５問 

 

２ 旅行業約款、運送約款及び宿泊約款 

  各４点×２４問 

 

３ 国内旅行実務 

  各４点×１０問 
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 1  旅行業法及びこれに基づく命令 

 
 

旅行業法及びこれに基づく命令に関する以下の設問について、該当する答を選択肢の中から選びなさい。 

 

（１）次の記述のうち、法第１条「目的」に定められているものをすべて選びなさい。 

 

ア．旅行に関する需要の拡大 

イ．旅行業等を営む者の組織する団体の適正な活動の促進 

ウ．旅行の安全の確保 

エ．旅行業等を営む者の適正な利益の確保 

 

 

 

（２）報酬を得て、次の行為を事業として行う場合、旅行業の登録を要しないものを１つ選びなさい。 

 

ア．高速道路のサービスエリアにあるインフォメーションセンターが、旅行者から依頼を受けて他人の

経営する宿泊施設を手配する行為 

イ．鉄道会社が、自社の鉄道を使用し、他人の経営する宿泊施設を利用して宿泊を伴う旅行をセットにし

た商品を旅行者に販売する行為 

ウ．コンビニエンスストアが、旅行に関する相談に応ずる行為 

エ．観光案内所が、他人の経営する観光施設の入場券と食事のセットプランを旅行者に販売する行為 

 

 

 

（３）旅行業及び旅行業者代理業の登録に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．第２種旅行業の新規登録の申請をしようとする者は、主たる営業所の所在地を管轄する都道府県知事

に新規登録申請書を提出しなければならない。 

イ．旅行業者代理業の新規登録の申請をしようとする者は、所属旅行業者の主たる営業所の所在地を管轄

する都道府県知事に新規登録申請書を提出しなければならない。 

ウ．地域限定旅行業の新規登録の申請をしようとする者は、主たる営業所の所在地を管轄する都道府県

知事に新規登録申請書を提出しなければならない。 

エ．旅行業の更新登録の申請をしようとする者は、登録行政庁に更新登録申請書を提出しなければなら

ない。この場合、有効期間の満了の日の２月前までに提出するものとする。 

 

 

（４）登録業務範囲に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい（いずれも旅行業務取扱管理

者の選任要件は満たされているものとする。）。 

 

ア．第２種旅行業者は、訪日外国人旅行者を対象とした本邦内の企画旅行（参加する旅行者の募集をする

ことにより実施するものに限る。）を実施することはできない。 

イ．第３種旅行業者は、本邦外の企画旅行（参加する旅行者の募集をすることにより実施するものを除

く。）を実施することができる。 

ウ．第１種旅行業者は、本邦外の企画旅行（旅行者からの依頼により旅行に関する計画を作成し、これ

により実施するものに限る。）を実施することができる。 

エ．地域限定旅行業者は、一の行為ごとに一の拠点区域内における手配旅行については取り扱うことがで

きる。 
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（５）次の記述のうち、旅行業又は旅行業者代理業の登録の拒否事由に該当しないものを１つ選びなさい。 

 

ア．法第 19条の規定により旅行業者代理業の登録を取り消され、その取消しの日から７年を経過した者 

イ．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員でなくなった日か

ら５年を経過していない者 

ウ．営業所ごとに法第 11条の２の規定による旅行業務取扱管理者を確実に選任すると認められない者 

エ．法人であって、その役員のうちに旅行業法に違反して罰金の刑に処せられ、その執行が終わった日か

ら３年を経過していない者があるもの 

 

 

 

（６）変更登録等に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．地域限定旅行業者は、法人の場合であって、その代表者の氏名に変更があったときは、その主たる営

業所の所在地を管轄する都道府県知事に変更登録申請書を提出しなければならない。 

イ．旅行業者代理業者は、第３種旅行業への変更登録の申請をしようとするときは、当該旅行業者代理業

者の主たる営業所の所在地を管轄する都道府県知事に変更登録申請書を提出しなければならない。 

ウ．第３種旅行業者は、業務の範囲を地域限定旅行業に変更しようとするときは、その主たる営業所の所

在地を管轄する都道府県知事に変更登録申請書を提出しなければならない。 

エ．第２種旅行業者は、本邦外の企画旅行（参加する旅行者の募集をすることにより実施するものに限

る。）を実施できるように業務の範囲を変更しようとするときは、観光庁長官に登録事項変更届出書を

提出しなければならない。 

 

 

 

（７）営業保証金に関する次の記述のうち、誤っているものをすべて選びなさい。 

 

ア．旅行業者が供託すべき営業保証金の額は、当該旅行業者の前事業年度における旅行業務に関する旅行

者及び運送等サービス提供機関との取引の額に応じ、業務の範囲の別ごとに国土交通省令で定めるとこ

ろにより算定した額である。 

イ．第２種旅行業の新規登録を受けた者が供託すべき営業保証金の額は、登録の申請時に添付した書類に

記載した旅行業務に関する旅行者との年間取引見込額が 5,000万円未満の場合は、700万円である。 

ウ．旅行業者は、営業保証金を供託し、その事業を開始してから 14 日以内に、供託物受入れの記載のあ

る供託書の写しを添付して登録行政庁に事業開始を届け出なければならない。 

エ．営業保証金は、国債証券、地方債証券、その他の国土交通省令で定める有価証券をもって、これに

充てることができる。 
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（８）法第 11条の２「旅行業務取扱管理者の選任」に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．第３種旅行業者及び当該旅行業者を所属旅行業者とする旅行業者代理業者であって、国土交通省令で

定める条件を満たす場合は、その複数の営業所を通じて 1人の旅行業務取扱管理者を選任することで足

りる。 

イ．旅行業者等は、旅行業務に従事した経験が１年未満である者を旅行業務取扱管理者として選任するこ

とはできない。 

ウ．旅行業者は、拠点区域内のもののみについて旅行業務を取り扱う営業所にあっては、地域限定旅行業

務取扱管理者試験（当該営業所の所在する地域に係るものに限る。）に合格した者であって法第６条第

１項第１号から第６号までのいずれにも該当しない者を当該営業所の旅行業務取扱管理者として選任

することで足りる。 

エ．旅行業者等は、その営業所の旅行業務取扱管理者として選任した者の全てが欠けるに至ったときは、

その欠けた日から 14日以内に新たな旅行業務取扱管理者を選任しなければならない。 

 

 

 

（９）次の記述のうち、旅行業務取扱管理者の職務として定められていないものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行に関する苦情の処理に関する事項 

イ．法第６条の４第３項の規定による登録事項の変更の届出に関する事項 

ウ．法第 12条の２第３項の規定による旅行業約款の掲示及び備置きに関する事項 

エ．法第 12条の７及び法第 12条の８の規定による広告に関する事項 

 

 

 

（10）旅行者から収受する旅行業務の取扱いの料金（企画旅行に係るものを除く。）に関する次の記述のうち、

正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者代理業者は、その営業所において、所属旅行業者が定めた旅行業務の取扱いの料金を旅行者

に見やすいように掲示しなければならない。 

イ．旅行業者は、旅行業務の取扱いの料金を変更したときは、その旨を直ちに登録行政庁に届け出なけれ

ばならない。 

ウ．旅行業者は、事業の開始前に、旅行者から収受する旅行業務の取扱いの料金を定め、登録行政庁の認

可を受けなければならない。 

エ．旅行業務の取扱いの料金は、契約の種類及び内容にかかわらず、定額により定められ、旅行者にとっ

て明確なものでなければならない。 
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（11）旅行業約款に関する次の記述のうち、正しいものをすべて選びなさい。 

 

ア．旅行業務の取扱いの料金その他の旅行者との取引に係る金銭の収受及び払戻しに関する事項が明確に

定められているものであることは、登録行政庁による旅行業約款の認可の基準の一つである。 

イ．旅行業者は、旅行業約款をその営業所において、旅行者に見やすいように掲示し、又は旅行者が閲覧

することができるように備え置き、旅行者と旅行業務に関し契約を締結しようとするときは、旅行者に

対し、旅行業約款を交付しなければならない。 

ウ．観光庁長官及び消費者庁長官が標準旅行業約款を定めて公示した場合において、旅行業者が、標準旅

行業約款と同一の旅行業約款を定めたときは、その旅行業約款については、登録行政庁の認可を受けた

ものとみなす。 

エ．保証社員でない旅行業者の旅行業約款にあっては、営業保証金を供託している供託所の名称又は所在

地の変更については、登録行政庁の認可を受けることを要しない。 

 

 

 

（12）旅行業者等が旅行業務に関し旅行者と契約を締結しようとするときの取引条件の説明及び取引条件の 

説明をするときに交付する国土交通省令・内閣府令で定める事項を記載した書面に関する次の記述のう

ち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者等は、旅行者に対し、取引条件の説明をするときに交付する国土交通省令・内閣府令で定

める事項を記載した書面に代えて、当該書面に記載すべき事項を国土交通省令・内閣府令で定める情

報通信の技術を利用する方法で提供する場合においては、当該旅行者の承諾を得ることを要しない。 

イ．旅行業者等は、旅行者と旅行の相談に応ずる行為に係る旅行業務についての契約を締結しようとする

ときは、書面に当該契約に係る旅行業務取扱管理者の氏名及び旅行者の依頼があれば当該旅行業務取扱

管理者が最終的には説明を行う旨を記載することを要しない。 

ウ．旅行業者等は、手配旅行契約に付随して旅券の受給のための行政庁等に対する手続の代行サービスを

提供する行為に係る旅行業務について契約を締結しようとするときは、旅行者に対し、国土交通省令・

内閣府令で定める事項を記載した書面の交付をすれば、取引条件の説明を要しない。 

エ．旅行業者等は、旅行者に対して対価と引換えに法第 12 条の５に規定するサービスの提供を受ける

権利を表示した書面を交付する場合は、旅行者に対し国土交通省令・内閣府令で定める事項について

説明を要しない。 

 

 

 

（13）次の記述のうち、旅行業者等が旅行者と企画旅行契約を締結したときに交付する国土交通省令・内閣府

令で定める書面の記載事項として定められていないものを１つ選びなさい。 

 

ア．企画者以外の者が企画者を代理して契約を締結した場合にあっては、その旨並びに当該代理人の氏

名又は名称及び住所並びに登録番号 

イ．契約の変更及び解除に関する事項 

ウ．全国通訳案内士又は地域通訳案内士の同行の有無 

エ．書面を交付して取引条件の説明を行う旨 
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（14）旅行業務取扱管理者の証明書の提示、外務員の証明書携帯等に関する次の記述のうち、正しいものをす

べて選びなさい。 

 

ア．旅行業者等により営業所の旅行業務取扱管理者として選任された者は、その営業所以外の場所でその

旅行業者等のために旅行業務について取引を行うときは、国土交通省令で定める様式による外務員の証

明書に代えて、旅行業務取扱管理者の証明書を提示しなければならない。 

イ．外務員とは、勧誘員、販売員、外交員その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、旅行業者等

の役員又は使用人のうち、その所属する旅行業者等の営業所以外の場所でその旅行業者等のために旅行

業務について取引を行う者をいう。 

ウ．外務員は、旅行者が悪意であったときを除き、その所属する旅行業者等に代わって、旅行者との旅行

業務に関する取引についての一切の裁判外の行為を行う権限を有するものとみなされる。 

エ．旅行業務取扱管理者は、旅行者と旅行業務について契約を締結しようとするときは、国土交通省令で

定める様式による証明書を必ず提示したうえで、これを行わなければならない。 

 

 

 

（15）旅行業者等が、企画旅行に参加する旅行者を募集するための広告に関する次の記述のうち、誤っている

ものを１つ選びなさい。 

 

ア．広告には、旅行業務取扱管理者の氏名及び旅行者の依頼があれば当該旅行業務取扱管理者が最終的

には説明を行う旨を表示しなければならない。 

イ．広告には、企画者の氏名又は名称及び住所並びに登録番号を表示しなければならない。 

ウ．広告には、旅行の目的地及び日程に関する事項を表示しなければならない。 

エ．広告には、旅行者が提供を受けることができる運送、宿泊又は食事のサービスの内容に関する事項を

表示しなければならない。 

 

 

 

（16）標識に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者等は、営業所において、国土交通省令で定める様式の標識を、公衆に見やすいように掲示す

るか閲覧できるよう備え置かなければならない。 

イ．旅行業者代理業者は、標識に所属旅行業者の登録番号及び氏名又は名称を記載しなければならない。 

ウ．旅行業者等の標識には、当該旅行業者等が法人である場合にあっては、営業所の名称及びその代表者

の氏名を記載しなければならない。 

エ．旅行業者の標識の地の色は、青に限られる。 

 

 

 

  



 

- 6 - 

（17）企画旅行の円滑な実施のための措置に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、旅行者に対し、本邦内の旅行であって、旅行に関する計画における２人以上の旅行者が

同一の日程により行動することを要する区間における円滑な旅行の実施を確保するために必要な集合

時刻、集合場所その他の事項に関する指示をすることを要しない。 

イ．旅行業者は、旅行に関する計画に定めるサービスの内容の変更を必要とする事由が生じた場合におい

ては、その事由が旅行業者の関与し得ないものであるときを除き、代替サービスの手配及び当該サービ

スの提供を受けるために必要な手続の実施その他の措置を講じなければならない。 

ウ．旅行業者は、旅行者からの依頼により旅行に関する計画を作成し、これにより実施する本邦内の企画

旅行においては、旅行地において旅行に関する計画に定めるサービスの提供を受けるために必要な手続

の実施その他の措置を講じることを要しない。 

エ．旅行業者は、本邦内の旅行であって、契約の締結前に旅行者に旅程管理のための措置を講じない旨を

説明し、かつ、当該旅行に関する計画に定めるサービスの提供を受ける権利を表示した書面を交付した

場合は、旅行地において旅行に関する計画に定めるサービスの提供を受けるために必要な手続の実施そ

の他の措置を講じることを要しない。 

 

 

 

（18）旅程管理業務を行う者に関する次の記述のうち、誤っているものをすべて選びなさい。 

 

ア．企画旅行に参加する旅行者に同行して、旅程管理業務を行う者として旅行業者によって選任される

者が複数の場合は、そのすべての者が法第 12条の 11第１項に規定する旅程管理業務を行う主任の者

でなければならない。 

イ．旅行業者は、拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から５年を経過していない者を旅程管理業務を行う主任の者として選任することはできない。 

ウ．本邦外の旅行に係る旅程管理業務に関する実務の経験は、観光庁長官の登録を受けた者が実施する

旅程管理業務に関する研修の課程を修了した日の前後１年以内に２回以上の本邦外の旅程管理業務

に従事した経験に限られる。 

エ．旅行業者は、未成年者を旅程管理業務を行う主任の者として企画旅行に同行させるときは、すべての

参加旅行者の承諾を得なければならない。 

 

 

 

（19）法第 13条「禁止行為」及び法第 14条「名義利用等の禁止」に関する次の記述のうち、誤っているもの

を１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者等は、宿泊のサービスを提供する者（旅館業法第３条の２第１項に規定する営業者を除く。）

と取引を行う際に、当該者が住宅宿泊事業法第３条第１項の届出をした者であるかどうかの確認を怠

る行為をしてはならない。 

イ．旅行業者等は、旅行業務に関し取引をする者に対し、その取引に関する重要な事項について、故意

に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をしてはならない。 

ウ．旅行業者等は、その営業所に掲示した旅行業務の取扱いの料金を超えて料金を収受する行為をして

はならない。 

エ．旅行業者等は、営業を貸渡しする方法であれば、旅行業又は旅行業者代理業を他人にその名において

経営させることができる。 
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（20）受託契約に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者代理業者は、所属旅行業者の承諾がある場合に限り、自ら他の旅行業者との間で受託契約を

締結することができる。 

イ．旅行業者が受託契約を締結したときは、受託業務の取扱いを開始しようとする日までに、登録行政庁

にその旨を届け出なければならない。 

ウ．第２種旅行業者は、地域限定旅行業者を委託旅行業者とする受託契約を締結することができない。 

エ．旅行業者は、他の旅行業者が実施する企画旅行（参加する旅行者の募集をすることにより実施する

ものに限る。）について、複数の旅行業者と受託契約を締結することができる。 

 

 

 

（21）旅行業者代理業者に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、当該旅行業者を所属旅行業者とする旅行業者代理業者が旅行業務につき旅行者に損害を

加えた場合には、その旅行業者代理業者への委託につき相当の注意をし、かつ、その旅行業者代理業者

が行う旅行業務につき旅行者に加えた損害の防止に努めたときであっても、その損害を賠償する責めに

任ずる。 

イ．旅行業者代理業者は、受託旅行業者代理業者として委託旅行業者を代理して企画旅行契約（参加する

旅行者の募集をすることにより実施するものに限る。）を締結する場合を除き、所属旅行業者以外の旅

行業者のために旅行業務を取り扱ってはならない。 

ウ．旅行業者代理業者は、旅行業務に関し取引をしようとするときは、所属旅行業者の氏名又は名称に関

しては、取引の相手方に明示することを要しない。 

エ．旅行業者代理業者は、所属旅行業者の承諾がある場合に限り、その行う営業が旅行業であるとの広

告をすることができる。 

 

 

 

（22）法第 18条の３「業務改善命令」及び法第 19条「登録の取消し等」に関する次の記述のうち、正しいも

のをすべて選びなさい。 

 

ア．登録行政庁は、旅行業者に対し、企画旅行に係る企画旅行の円滑な実施のための措置を確実に実施す

ることを命ずることができる。 

イ．登録行政庁は、旅行業者等が法人であって、その役員のうちに個人情報の保護に関する法律に違反し、

罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日から 5 年を経過していない者のいることが判明したとき

は、当該旅行業者の登録を取り消すことができる。 

ウ．登録行政庁は、旅行業者に対し、旅行業務の取扱いの料金の変更を命ずることができる。 

エ．登録行政庁は、旅行業者等が登録を受けてから１年以内に事業を開始せず、又は引き続き１年以上事

業を行っていないと認めるときは、当該旅行業者等の登録を取り消すことができる。 
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（23）旅行サービス手配業に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行サービス手配業の登録の有効期間は、定められていない。 

イ．旅行サービス手配業者が、旅行サービス手配業務に関し取引をする者と旅行サービス手配業務に関

し契約を締結したときに、当該取引をする者に対し交付する書面の記載事項の一つとして、旅行者に

提供すべき旅行に関するサービスの内容が国土交通省令で定められている。 

ウ．旅行サービス手配業者は、旅行サービス手配業務に関し取引をする者に対し、その取引に関する重要

な事項について、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をしてはならない。 

エ．旅行サービス手配業務取扱管理者は、他の営業所の旅行サービス手配業務取扱管理者となることがで

きる。 

 

 

 

（24）次の記述のうち、旅行業協会が適正かつ確実に実施しなければならない業務として定められているもの

を１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業務又は旅行サービス手配業務の適切な運営を確保するための旅行業者等又は旅行サービス手配

業者に対する監査及び聴聞 

イ．旅行者及び旅行に関するサービスを提供する者からの旅行業者等又は旅行サービス手配業者の取り扱

った旅行業務又は旅行サービス手配業務に対する苦情の解決 

ウ．社員である旅行業者に対し、旅行業務に関する取扱い拡大のための経営指導 

エ．旅行業務に関する取引の公正を確保するために、旅行業者等の営業所若しくは事務所に立ち入り、業

務の状況又は設備、帳簿、書類その他の物件の検査の実施 

 

 

 

（25）弁済業務保証金制度に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業協会は、加入しようとする旅行業者から弁済業務保証金分担金の納付を受けたときは、これを

保証社員の主たる営業所の最寄りの供託所に弁済業務保証金として供託しなければならない。 

イ．旅行業協会の保証社員である旅行業者の弁済限度額は、当該旅行業者が営業保証金の供託の免除の規

定の適用がないとしたならば当該旅行業者が供託すべきこととなる営業保証金の額を下ることができ

ない。 

ウ．旅行業協会が供託している弁済業務保証金から弁済を受ける権利を実行しようとする旅行者は、そ

の債権について旅行業協会の認証を受けなければならない。 

エ．保証社員は、弁済業務規約の変更により弁済業務保証金分担金の額が増額されたときは、弁済業務規

約で定める期日までに、その増額分の弁済業務保証金分担金を旅行業協会に納付しなければならない。 
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 2  旅行業約款、運送約款及び宿泊約款 

 

 

１．標準旅行業約款に関する以下の設問について、該当する答を選択肢の中から選びなさい。 

 

（１）募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ

選びなさい。 

 

ア．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅行以外の旅行をいう。 

イ．「カード利用日」とは、旅行者又は旅行業者が契約に基づく旅行代金等の支払又は払戻債務を履行す 

べき日をいう。 

ウ．「募集型企画旅行」とは、旅行業者が、旅行者の募集のためにあらかじめ、旅行の目的地及び日程、

旅行者が提供を受けることができる運送又は宿泊のサービスの内容並びに旅行者が旅行業者に支払う

べき旅行代金の額を定めた旅行に関する計画を作成し、これにより実施する旅行をいう。 

エ．旅行業者が旅行者との間で締結する契約において、約款に定めのない事項については、法令又は一般 

に確立された慣習によるが、ここでいう法令とは、旅行業法及び国土交通省令・内閣府令に限られる。 

 

 

 

（２）募集型企画旅行契約の部「旅行契約の内容」「手配代行者」「契約の申込み」に関する次の記述のうち、

正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、契約において、旅行者が旅行業者の定める旅行日程に従って、運送・宿泊機関等の提供 

   する運送、宿泊その他の旅行に関するサービスの提供を受けることができるように、手配することのみ 

   を引き受ける。 

イ．旅行業者は、契約の履行に当たって、手配の全部又は一部を手配を業として行う者に代行させること 

 はできない。   

ウ．旅行業者は、旅行者から収受する申込金を、旅行代金又は取消料若しくは違約料の一部として取り扱 

う。 

エ．通信契約の申込みをしようとする旅行者は、旅行業者所定の申込書に所定の事項を記入の上、旅行業 

者が別に定める金額の申込金とともに旅行業者に提出しなければならない。 

 

 

 

（３）募集型企画旅行契約の部「電話等による予約」「契約締結の拒否」に関する次の記述のうち、誤ってい

るものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、業務上の都合があるとの理由で、契約の締結に応じないことがある。 

イ．旅行業者は、応募旅行者数が募集予定数に達したときは、契約の締結に応じないことがある。 

ウ．旅行業者が電話による契約の予約を受け付け、当該予約の承諾の旨を通知した場合において、旅行者 

   が旅行業者が定める期間内に所定の申込金を提出しない場合又は会員番号等を通知しない場合は、旅行 

   業者は、予約がなかったものとして取り扱う。 

エ．旅行業者は、旅行者が他の旅行者に迷惑を及ぼし、又は団体行動の円滑な実施を妨げるおそれがある 

 ときであっても、契約の締結を拒否することはできない。 
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（４）募集型企画旅行契約の部「契約の成立時期」「確定書面」「旅行代金」に関する次の記述のうち、正し

いものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行者は、旅行開始日までの契約書面に記載する期日までに、旅行業者に対し、契約書面に記載する 

   金額の旅行代金を支払わなければならない。 

イ．通信契約は、旅行業者が契約の締結を承諾する旨の通知を旅行者に発した時に成立する。 

ウ．旅行業者は、確定書面を交付する場合において、旅行者から旅行開始日の前日から起算してさかのぼ 

 って７日目に当たる日以降に契約の申込みがなされた場合にあっては、宿泊を伴う国内旅行においては 

 旅行開始日の前日までの契約書面に定める日までに、当該確定書面を旅行者に交付しなければならな 

 い。 

エ．確定書面を交付した場合であっても、旅行業者が手配し旅程を管理する義務を負う旅行サービスの範 

   囲は、当該旅行業者が契約書面に記載するところに特定される。 

 

 

 

（５）募集型企画旅行契約の部「契約内容の変更」「旅行代金の額の変更」「旅行者の交替」に関する次の記

述のうち、正しいものをすべて選びなさい。 

 

ア．旅行業者の承諾を得て、当該旅行業者と契約を締結した旅行者の契約上の地位を譲り受けた第三者

は、当該旅行者の契約に関する一切の権利及び義務を承継するものとする。 

イ．旅行を実施するに当たり利用する運送機関について適用を受ける運賃・料金が、著しい経済情勢の変

化等により、旅行の募集の際に明示した時点において有効なものとして公示されている適用運賃・料金

に比べて、通常想定される程度を大幅に超えて増額される場合においては、旅行業者は、その増額され

る金額の範囲内で旅行代金の額を増加することがある。 

ウ．旅行業者の関与し得ない事由が生じた場合において、旅行の安全かつ円滑な実施を図るためやむを得

ないときは、旅行業者は、旅行者にあらかじめ速やかに当該事由が関与し得ないものである理由及び当

該事由との因果関係を説明し、かつ、旅行者の承諾を得た後でなければ契約の内容を変更することがで

きない。 

エ．宿泊機関が宿泊サービスの提供を行っているにもかかわらず、部屋の不足が発生したことから、旅行

業者が契約内容の一部を変更し、旅行の実施に要する費用が増加した場合には、旅行業者は、当該旅行

業者に過失がない場合に限り、その増加した費用の範囲内において旅行代金の額を増加することができ

る。 

 

 

 

（６）募集型企画旅行契約の部「旅行者の解除権」に関する次の記述のうち、旅行者が旅行開始前に契約を解

除するに当たって、取消料の支払いを要するものを１つ選びなさい（いずれも取消料の支払いを要する期

間内の解除とする。）。 

 

ア．契約書面に「Ａレストランでフランス料理の昼食」と記載されていたが、旅行業者によって「Ｂレス 

トランでフランス料理の昼食」に変更されたとき。 

イ．大型台風の影響により旅行地の自治体から避難指示が発令され、旅行の安全かつ円滑な実施が不可能 

となるおそれが極めて大きいとき。 

ウ．旅行者が入院し、その旨を証明する医師の診断書が旅行業者に提出されたとき。 

エ．確定書面には、「Ａ航空のビジネスクラス」と記載されていたが、旅行業者によって、「Ｂ航空のビ 

ジネスクラス」に変更されたとき。 
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（７）募集型企画旅行契約の部「旅行業者の解除権等－旅行開始前の解除」に関する次の記述のうち、旅行開

始前に契約を解除できないものを１つ選びなさい（いずれも解除に係る旅行者への理由説明は行うものと

する。）。 

 

ア．通信契約を締結した場合であって、旅行者の有するクレジットカードが無効になり、旅行代金等に係

る債務の一部又は全部をカード会員規約に従って決済できなくなったとき。 

イ．旅行者が、契約内容に関し合理的な範囲を超える負担を求めたとき。 

ウ．日帰りの国内旅行において、旅行開始日の前日に、参加する旅行者の一部が契約を解除したため、旅

行者の数が契約書面に記載した最少催行人員を下回ったとき。 

エ．旅行者が旅行業者があらかじめ明示した性別、年齢、資格、技能その他の参加旅行者の条件を満たし

ていないことが判明したとき。 

 

 

 

（８）募集型企画旅行契約の部「旅行業者の解除権－旅行開始後の解除」に関する次の記述のうち、誤ってい

るものを１つ選びなさい（いずれも解除に係る旅行者への理由説明は行うものとする。）。 

 

ア．旅行業者は、旅行者が反社会的勢力であることが判明したときは、契約の一部を解除することがある。 

イ．旅行業者は、旅行者が風説を流布し、偽計を用い若しくは威力を用いて当該旅行業者の信用を毀損す 

る行為を行ったことが判明したときは、契約の一部を解除することがある。 

ウ．旅行業者は、旅行者が病気、必要な介助者の不在その他の事由により旅行の継続に耐えられないとき 

は、契約の一部を解除することがある。 

エ．旅行者が旅行を安全かつ円滑に実施するための添乗員その他の者による旅行業者の指示への違背に 

より団体行動の規律を乱し、当該旅行の安全かつ円滑な実施を妨げる場合において、旅行業者が契約の

一部を解除したときは、旅行者がいまだその提供を受けていない旅行サービスに関する旅行業者の債務

については、有効な弁済がなされたものとする。 

 

 

 

（９）募集型企画旅行契約の部「旅行代金の払戻し」「契約解除後の帰路手配」に関する次の記述のうち、誤

っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、通信契約が解除された場合であって、旅行者に対し払い戻すべき金額が生じたときは、

提携会社のカード会員規約に従って、旅行者に対し当該金額を払い戻すが、この場合において、旅行開

始後の解除による払戻しにあっては契約書面に記載した旅行終了日の翌日から起算して 30 日以内に旅

行者に対し払い戻すべき額を通知するものとし、旅行者に当該通知を行った日をカード利用日とする。 

イ．旅行業者の関与し得ない事由により旅行開始前に契約内容が変更され、旅行の実施に要する費用が減

少し、旅行代金が減額された場合において、旅行者に対し払い戻すべき金額が生じたときは、旅行業者

は、契約書面に記載した旅行終了日の翌日から起算して 30 日以内に旅行者に対し当該減額した金額を

払い戻す。 

ウ．旅行業者は、旅行者が、同行する他の旅行者に対する暴行又は脅迫等により団体行動の規律を乱し、

当該旅行の安全かつ円滑な実施を妨げる場合であって、旅行開始後に契約の一部を解除したときは、当

該旅行者から当該旅行の出発地に戻るために必要な旅行サービスの手配を求められた場合であっても、

その手配を引き受けることを要しない。 

エ．旅行業者の過失により契約書面に記載した旅行日程に従った旅行の実施が不可能になり旅行者が旅行 

開始前に契約を解除したとき、旅行業者は、既に収受している旅行代金を旅行者に対し所定の期日まで

に払い戻すことにより、損害賠償責任を免れる。 
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（10）募集型企画旅行契約の部「旅程管理」「旅行業者の指示」「添乗員等の業務」「保護措置」に関する次

の記述のうち、正しいものをすべて選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、旅行中の旅行者が、疾病、傷害等により保護を要する状態にあると認めたときは、必要 

な措置を講ずることがある。この場合において、これが旅行業者の責に帰すべき事由によるものでなく

とも、旅行業者は、当該措置に要した費用を負担する。 

イ．旅行業者は、旅程管理の措置を講じたにもかかわらず、契約内容を変更せざるを得ないときは代替サ 

ービスの手配を行うが、この際、旅行サービスの内容を変更するときは、変更後の旅行サービスが当初

の旅行サービスと同様のものとなるよう努めること等、契約内容の変更を最小限にとどめるよう努力す

る。 

ウ．旅行者は、旅行開始後旅行終了までの間において、団体で行動するときは、旅行を安全かつ円滑に実 

施するための旅行業者の指示に従わなければならない。 

エ．添乗員その他の者が旅程管理業務その他旅行に付随して旅行業者が必要と認める業務に従事する時間 

帯は、原則として８時から 20時までとする。 

 

 

 

（11）募集型企画旅行契約の部「旅行業者の責任」「旅行者の責任」に関する次の記述のうち、正しいものを

１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、運送機関の運送サービス提供の中止により旅行者が損害を被ったときは、いかなる場合 

においてもその損害を賠償する責に任じない。 

イ．旅行者は、旅行開始後において、契約書面に記載された旅行サービスを円滑に受領するため、万が一 

契約書面と異なる旅行サービスが提供されたと認識したときは、旅行終了後速やかにその旨を旅行業者

に申し出なければならない。 

ウ．旅行業者は、国内旅行において、旅行業者の故意又は過失により旅行者の手荷物に損害を与えたとき 

は、損害発生の翌日から起算して、14 日以内に当該旅行業者に対して通知があったときに限り、旅行

者１名につき 15 万円を限度（旅行業者に故意又は重大な過失がある場合を除く）として、その損害を

賠償する。 

エ．旅行者の過失により旅行業者が損害を被った場合であっても、その過失が重大なものでないときは、 

当該旅行者はその損害を賠償する責に任じない。 

 

 

 

（12）受注型企画旅行契約の部に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者が契約により手配し旅程を管理する義務を負う旅行サービスの範囲は、確定書面を交付する 

場合を除き、契約書面に記載するところによる。 

イ．旅行者は、旅行業者に対し、旅行日程、旅行サービスの内容その他の契約の内容を変更するよう求め 

ることができる。 

ウ．旅行業者は、企画書面において、旅行代金の内訳として企画料金の金額を明示することがある。 

エ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で特約を結んだときは、それが口頭に 

よるものであっても、その特約が約款に優先する。 
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（13）受注型企画旅行契約の部に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、旅行者が、旅行開始日までの契約書面に記載する期日までに旅行代金を支払わないとき 

は、当該期日において旅行者が旅行契約を解除したものとする。 

イ．契約責任者は、旅行業者が定める日までに、その団体・グループを構成する旅行者の名簿を旅行業者 

に提出しなければならない。 

ウ．旅行業者は、契約責任者がその団体・グループを構成する旅行者に対して現に負い、又は将来負うこ 

とが予測される債務又は義務についても責任を負う。 

エ．旅行業者は、契約責任者と契約を締結する場合において、申込金の支払いを受けることなく契約の締 

結を承諾することはない。 

 

 

 

（14）募集型企画旅行契約の部及び受注型企画旅行契約の部「旅程保証」に関する次の記述のうち、正しいも

のを１つ選びなさい（いずれも変更補償金を支払う場合に、その額は約款が定める支払いが必要な最低額

を上回っているものとする。）。 

 

ア．旅行業者が支払うべき変更補償金の額は、旅行者１名に対して１募集型企画旅行又は１受注型企画旅 

行につき旅行代金に 15％以上の旅行業者が定める率を乗じた額をもって限度とする。 

イ．旅行業者が、契約内容の重要な変更が生じたことにより、旅行者に変更補償金を支払った後、当該変 

更について旅行業者の故意又は過失に基づく責任が発生することが明らかになった場合には、旅行業者

は当該変更に係る変更補償金に加え損害賠償金を支払わなければならない。 

ウ．旅行業者は、変更補償金の支払いが必要となる契約内容の重要な変更が生じた場合、当該変更が生じ 

た日から起算して 30日以内に変更補償金を旅行者に支払わなければならない。 

エ．旅行業者は、旅行者１名に対して１募集型企画旅行又は１受注型企画旅行につき支払うべき変更補償 

金の額が 1,000円であるときは、変更補償金を支払わない。 

 

 

 

（15）募集型企画旅行契約の部及び受注型企画旅行契約の部「旅程保証」に関する次の記述のうち、変更補償

金の支払いを要しないものを１つ選びなさい（いずれも変更補償金を支払う場合に、その額は約款が定め

る支払いが必要な最低額を上回っているものとする。）。 

 

ア．確定書面には、「Ａ旅館の露天風呂付き和洋室」の客室と記載されていたが、Ａ旅館の過剰予約受

付により、同じ「Ａ旅館の露天風呂なし洋室」の客室に変更となったとき。 

イ．契約書面には、利用レストランとして「Ａレストラン」と記載されていたが、「Ａレストラン」の過

剰予約受付により、「Ｂレストラン」に変更となったとき。 

ウ．バスにて市内観光中に交通事故による交通渋滞に巻き込まれ、この日に予定していた自由行動の時間

が大幅に短縮となったとき。 

エ．確定書面には、「Ａ航空のエコノミークラスを利用」と記載されていたが、Ａ航空の過剰予約受付に

より、「新幹線のグリーン車を利用」に変更となったとき。 
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（16）募集型企画旅行契約の部及び受注型企画旅行契約の部「特別補償」「特別補償規程」に関する次の記述

のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、旅行者に特別補償規程で定める後遺障害が生じた場合において、事故の日から 180日を

超えてなお治療を要する状態にあるときは、事故の日から 181日目における医師の診断に基づき後遺障

害の程度を認定して、特別補償規程で定める後遺障害補償金を支払う。 

イ．旅行業者は、旅行者 1名について入院見舞金と後遺障害補償金を重ねて支払うべき場合には、後遺障

害補償金の額から既に支払った入院見舞金の額を控除した残額を支払う。 

ウ．旅行者が事故によって身体に傷害を被り、旅行業者が当該旅行者又はその法定相続人に補償金等を支

払った場合、旅行者又はその法定相続人が、旅行者の被った傷害について第三者に対して有する損害賠

償請求権は、旅行業者が支払った額の限度内で、旅行業者に移転する。 

エ．添乗員、旅行業者の使用人又は代理人による受付が行われない場合において、旅行者がサービスの提

供を受ける最初の運送・宿泊機関等が船舶であるときは、当該船舶乗船時をサービスの提供を受けるこ

とを開始した時とする。 

 

 

 

（17）募集型企画旅行契約の部及び受注型企画旅行契約の部「特別補償規程」に関する次の記述のうち、入院

見舞金又は携帯品損害補償金の支払いの対象となるものを１つ選びなさい。 

（注１）旅行業者が入院見舞金の支払いを要する場合において、それ以外に支払うべき補償金等はないも

のとする。 

（注２）携帯品損害補償金を支払う場合は、約款に定める支払いが必要な最低額を上回っているものとす

る。 

 

ア．企画旅行参加中の旅行者が市内観光中の路上で、ひったくりに遭って取られたハンドバッグ 

イ．国内企画旅行参加中の旅行者が、地震により被った傷害による３日間の入院 

ウ．企画旅行の日程に定められた自由行動中に盗難にあった旅行者のクレジットカード 

エ．企画旅行参加のため受付場所へ向かう途中の駅で階段を踏み外し、被った傷害の治療のための５日間

の入院 

 

 

 

（18）手配旅行契約の部に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者は、いかなる場合も口頭による申込みを受け付けることはない。 

イ．旅行業者が善良な管理者の注意をもって旅行サービスの手配をしたにもかかわらず、満員、休業、条

件不適当等の事由により、運送・宿泊機関等との間で旅行サービスの提供をする契約を締結できなかっ

たときには、旅行者は、旅行業者に対し、所定の旅行業務取扱料金を支払うことを要しない。 

ウ．「手配旅行契約」とは、旅行業者が旅行者の委託により、旅行者のために代理、媒介又は取次をする

こと等により旅行者が運送・宿泊機関等の提供する運送、宿泊その他の旅行に関するサービスの提供を

受けることができるように、手配し、旅程を管理することを引き受ける契約をいう。 

エ．「旅行代金」とは、旅行業者が旅行サービスを手配するために、運賃、宿泊料その他の運送・宿泊機

関等に対して支払う費用及び旅行業者所定の旅行業務取扱料金（変更手続料金及び取消手続料金を除

く。）をいう。 
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（19）手配旅行契約の部に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行者の都合により旅行開始前に契約が解除されたときは、旅行者は、いまだ提供を受けていない旅

行サービスに係る取消料、違約料その他の運送・宿泊機関等に対して既に支払い、又はこれから支払う

費用を負担するほか、旅行業者に対し、所定の取消手続料金及び旅行業者が得るはずであった取扱料金

を支払わなければならない。 

イ．団体・グループ手配における契約責任者は、精算旅行代金が旅行代金として既に支払った金額を超え

るときは、旅行業者に対し、その差額を支払わなければならない。 

ウ．旅行業者は、旅行サービスを手配するために、運送・宿泊機関等に対して支払った費用で旅行者の負

担に帰すべきもの及び取扱料金が旅行代金として既に収受した金額に満たないときは、旅行終了後、速

やかに旅行者にその差額を払い戻す。 

エ．旅行者は、旅行開始前に、運送機関の運賃・料金の改訂により旅行代金が増額された場合は、所定の

取消手続料金を支払うことなく、契約を解除することができる。 

 

 

 

（20）旅行相談契約の部に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面により特約を結んだときは、そ

の特約が約款に優先する。 

イ．旅行相談契約は、旅行業者が契約の締結を承諾し、申込金を受理した時に成立する。 

ウ．旅行業者が契約に基づく業務を行ったときは、旅行者は、旅行業者に対し、旅行業者が定める期日ま

でに、旅行業者所定の相談料金を支払わなければならない。 

エ．旅行業者は、旅行業者が作成した旅行の計画に記載した運送・宿泊機関等について、実際に手配が可

能であることを保証するものでなく、満員等の事由により、運送・宿泊機関等との間で当該機関が提供

する運送、宿泊その他の旅行に関するサービスの提供をする契約を締結できなかったとしても、その責

任を負うものではない。 

 

 

 

２．一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款に関する次の記述のうち、誤っているものを 1つ選びなさい。 

 

ア．バス会社は、旅行業者が手配旅行の実施のため、バス会社に旅客の運送を申し込む場合には、当該旅

行業者との間で直接、運送契約を結ぶ。 

イ．バス会社は、自動車の故障その他バス会社の責に帰すべき事由により、運行を中止したときであって、

バス会社の負担において前途の運送の継続又はこれに代わる相当の手段を提供した場合において、旅客

がこれを利用したときには、運賃及び料金の払戻しをしない。 

ウ．旅客が泥酔し他の旅客の迷惑となるおそれがあることから、バス会社によって運送の継続を拒絶さ

れたときは、当該旅客について当該運送契約に係る運送の全部が終了したものとみなす。 

エ．バス会社は、契約責任者に対し、約款に定める者との間で運賃及び料金の支払時期について特別の定

めをする場合を除き、運送申込書を提出するときに所定の運賃及び料金の 20％以上を、配車の日の前

日までに所定の運賃及び料金の残額をそれぞれ支払うよう求める。 
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３．海上運送法第９条第３項の規定に基づく標準運送約款（フェリーを含む一般旅客定期航路事業に関する

標準運送約款）に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．フェリー会社は、法令の規定によるほか、災害時における円滑な避難、緊急輸送その他これらに類す

る旅客又は貨物の輸送を行う場合は、予定した船便の発航の中止又は使用船舶、発着日時、航行経路若

しくは発着港の変更の措置をとることがある。 

イ．フェリー会社は、旅客が、船員等の指示に従い、乗船後から下船港の乗降施設（改札口がある場合に

あっては、改札口。）を離れた時までの間に、その生命又は身体を害した場合は、運送人が運送に関し

注意を怠らなかったことを証明した場合を除き、これにより生じた損害について賠償する責任を負う。 

ウ．フェリー会社は、旅客の乗船後に乗船券の通用期間が経過した場合は、そのまま継続して乗船する間

に限り、当該乗船券の通用期間は、その間延長されたものとみなす。 

エ．運賃及び料金が変更された場合において、その変更前にフェリー会社が発行した乗船券は、その通用

期間内に限り、有効とする。 

 

 

 

４．旅客鉄道会社（ＪＲ）の旅客営業規則に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。 

 

ア．「旅行開始」とは、旅客が旅行を開始する駅において、乗車券の改札を受けて入場することをいう。

ただし、駅員無配置駅から旅客が乗車する場合は、その乗車することをいう。 

イ．「乗車券類」とは、乗車券、急行券、特別車両券、寝台券、コンパートメント券及び座席指定券をい

う。 

ウ．旅客が無料で車内に持ち込める自転車は、解体して専用の袋に収納したもの又は折りたたみ式自転車

であって、折りたたんで専用の袋に収納し、かつ、３辺の最大の和が 250センチメートル以内、重量が

30キログラム以内のものに限る。 

エ．普通団体とは、学生団体、訪日観光団体以外の旅客によって構成された 15 人以上の団体で、責任の

ある代表者が引率するものをいう。 

 

 

 

５．モデル宿泊約款に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

 

ア．ホテル（旅館）は、宿泊客に契約した客室を提供できないときは、宿泊客の了解を得て、できる限り

同一の条件による他の宿泊施設をあっ旋するが、他の宿泊施設のあっ旋ができない場合、ホテル（旅館）

の責めに帰すべき事由の有無に関わらず、違約金相当額の補償料を宿泊客に支払う。 

イ．宿泊客がホテル(旅館)の駐車場を利用する場合、車両のキーの寄託の如何にかかわらず、当該ホテル

(旅館)は車両の管理責任を負う。 

ウ．宿泊客がフロントに預けた現金及び貴重品については、ホテル（旅館）が、その種類及び価額の明告

を求めた場合であって、宿泊客がそれを行わなかったときは、ホテル（旅館）は、いかなる場合もその

損害を賠償しない。 

エ．ホテル（旅館）は、宿泊客がチェックインした後に、ホテル（旅館）が定める火災予防上必要な利用

規則の禁止事項に従わないため、当該宿泊客との宿泊契約を解除したときは、宿泊客がいまだ提供を受

けていない宿泊サービス等の料金は収受しない。 
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 3  国内旅行実務 

 

 

１．貸切バスによる運送に関する以下の設問について、選択肢の中から答を１つ選びなさい。 

 

（１）次の行程（１泊２日）で運行する中型車の貸切バス（本設問において、以下「中型バス」という。）の

運賃について、各設問に該当する答を、それぞれの選択肢の中から１つ選びなさい。 

（注１）「一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款」によるものとする。 

（注２）中型バスの運賃は、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変更命令について（令和７年９

月 26日 関東運輸局長公示）」によるものとする。 

（注３）この運行における中型バスの料金は考慮しないものとする。 

（注４）この行程における旅客の目的地は各日１か所、中型バスは当該目的地で待機しており運転者の休息

期間としない。 

（注５）この行程において運転者は旅客と同じ場所に宿泊し、１日目は帰庫しない。 

 

＜行程＞ 

（１日目） 

出庫          旅行出発 

         （旅客乗車地点） 

     宿泊先到着   

     （旅客降車地点） 

9:15         9:45出発      16:00到着  
   

   

 回送区間（出庫から旅客の乗車地点まで） 旅客が実際に乗車する区間 

時間 30分 
６時間 15分 

（旅客の目的地における待機２時間を含む） 

距離 11キロ 190キロ 

 

（２日目） 

宿泊先出発 

（旅客乗車地点） 

              旅行終着 

              （旅客降車地点） 

         帰庫 

     

8:30出発             15:00到着          15:30 
   

   

 旅客が実際に乗車する区間 回送区間（旅客の降車地点から帰庫まで） 

時間 

６時間 30分 

（旅客の目的地における待機２時間 30分

を含む） 

30分 

距離 155キロ 11キロ 
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① この行程における時間制運賃を求めるための時間のうち、正しいものはどれか。 

 

ア．18時間分の時間制運賃が必要である。 

イ．16時間分の時間制運賃が必要である。 

ウ．13時間分の時間制運賃が必要である。 

エ．10時間分の時間制運賃が必要である。 

 

 

② この行程におけるキロ制運賃を求めるための走行距離のうち、正しいものはどれか。 

 

ア．370キロ分のキロ制運賃が必要である。 

イ．367キロ分のキロ制運賃が必要である。 

ウ．360キロ分のキロ制運賃が必要である。 

エ．345キロ分のキロ制運賃が必要である。 

 

 

 

（２）貸切バスによる運送に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。 

（注１）「一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款」によるものとする。 

（注２）貸切バスの運賃・料金は、「一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の変更命令について（令和

７年９月 26日 関東運輸局長公示）」によるものとする。 

 

ア．バス会社は、走行時間が２時間 20分の場合は、走行時間を２時間として時間制運賃を計算する。 

イ．車両購入価格を座席定員で除した単価が、標準的な車両購入価格を標準的な座席定員で除した単価よ

り 80％高額である車両の運送においては、バス会社が届け出た特殊車両割増料金の下限額以上で計算

した額を適用する。 

ウ．学校教育法による高等学校に通学する者の団体に対する運賃の割引を２割引とするバス会社におい

て、当該バス会社が届け出た運賃の下限額を用いて計算された運賃が 80,000円、所定の運賃を 90,000

円とする貸切バスの運送の場合、所定の運賃 90,000円に対して２割引を適用して 72,000円とすること

ができる。 

（注）消費税の計算は行わないものとする。 

エ．バス会社が届け出た運賃の下限額を所定の運賃とする貸切バスの運送において、運送当日の契約責任

者の都合により運送引受書に記載した運行終了日時を超えて延着したことから、所定の運賃に変更が生

じたため精算した結果、運賃が所定の運賃を超えることとなった。この場合、バス会社は、運賃の追徴

の措置を講じることができる。 

（注）運送当日の契約責任者の都合による運行終了日時の変更について、バス会社はその変更を承諾し

たものとする。 
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２．旅客がフェリーで片道乗船する場合において、旅客が支払うべき運賃の総額について、資料に基づき、正

しいものを１つ選びなさい。 

（注１）「海上運送法第９条第３項の規定に基づく標準運送約款（フェリーを含む一般旅客定期航路事業に

関する標準運送約款）」によるものとする。 

（注２）年齢は乗船日現在とする。 

（注３）自動二輪車に側車（サイドカー等）は付いていないものとする。 

 

＜資料＞ 

本設問におけるフェリー会社は、次のとおり運賃を定めている。 

① ２等船室（自由席）の旅客運賃（片道）は大人１人 1,000円、小児１人 500円である。 

② １等船室（指定制座席）の旅客運賃（片道）は大人１人 2,200円、小児１人 1,100円である。 

③ 長さが４ｍ以上５ｍ未満の普通自動車の自動車航送運賃（片道）は１台 5,000円である。 

④ 排気量が 750ccを超える自動二輪車の特殊手荷物運賃（片道）は１台 3,000円である。 

 

 

ア．長さが約 4.5ｍの普通自動車１台、大人２人（当該自動車の運転者１人を含む）、９歳の小学生１人、

２歳の小児１人の合計４人が、１等船室の指定制座席を４席使用して乗船するときの総額は「5,000円

＋2,200円＋1,100円×２人＝9,400円」である。 

イ．大人１人、５歳の小児１人、０歳の小児１人の合計３人が、２等船室（自由席）を使用して乗船する

ときの総額は「1,000円」である。 

ウ．大人１人、５歳の小児１人、３歳の小児１人、０歳の小児１人の合計４人が、１等船室の指定制座席

を３席使用して乗船するときの総額は「2,200円＋1,100円＝3,300円」である。 

エ．排気量 1,200ccの自動二輪車１台、当該自動二輪車の運送申込人の大人１人と乗車人の大人１人が、

２等船室（自由席）を利用して乗船するときの総額は「3,000円＋1,000円＝4,000円」である。 

 

 

 



 

- 20 - 

３．宿泊に関する次の記述のうち、資料に基づき、正しいものを１つ選びなさい。 

（注）モデル宿泊約款によるものとする。 

 

＜資料＞ 

この設問における宿泊施設は、以下のとおりに定めている。 

 

●旅館 

基本宿泊料 大人１人あたり１泊２食付 20,000円 

サービス料 10％ 

消費税  10％ 

入湯税  100円（入湯税は 12歳未満の者は課税免除としている。） 

違約金     ・宿泊契約解除の通知を受けた日が宿泊日の前日であるときの違約金の比率は 30％で

ある。 

 

●ホテル 

基本宿泊料  トリプルルーム（定員３人）１室あたりの室料が 42,000円であり食事は付いていない。 

サービス料 10％ 

消費税  10％ 

宿泊税の税率  ・宿泊料金（１人１泊）が 10,000円以上 15,000円未満の場合 100円である。 

・宿泊料金（１人１泊）が 15,000円以上の場合 200円である。 

（注１）宿泊料金に含まれるものは、素泊まり料金（室料及びサービス料）である。 

（注２）宿泊税の税率については一人当たりの宿泊料金に換算して計算する。 

チェックイン 15時 

チェックアウト 11時 

 

 

ア．この旅館は、大人２人の宿泊客と宿泊期間を４日とする宿泊契約が成立したとき、申込金として

160,000円の支払いを求めることができる。 

（注）この旅館は、宿泊契約が成立したとき指定期日までに申込金の支払いを宿泊客に求めるものとす

る。 

イ．この旅館に大人２人の宿泊客が 6月 30日に１泊する宿泊契約を、宿泊客の都合により６月 29日（宿

泊日の前日）に解除したとき、この旅館は 13,200円の違約金を申し受ける。 

（注）宿泊客に違約金の支払義務がある宿泊契約とする。 

ウ．このホテルのトリプルルーム１室に大人３人が１泊するとき、宿泊客が支払うべき宿泊料金等の総額

は 51,420円である。 

（注）追加料金は発生していないものとする。 

エ．このホテルのトリプルルーム１室に宿泊する大人３人の宿泊客が、当該トリプルルームをチェックア

ウト日の 13時まで（超過２時間）使用したときの時間外の客室使用追加料金は 42,000円である。 

（注１）このホテルは時間外の客室の使用に応じたものとする。 

（注２）時間外の客室使用追加料金を求めるにあたり、サービス料及び消費税の計算を行わないものと

する。 
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４．旅客鉄道会社（ＪＲ）に関する以下の設問について、選択肢の中から答を１つ選びなさい。 

 

（１）次の経路による行程で大人１人が乗車するために必要な運賃の額に関する次の記述のうち、正しいもの

はどれか。 

（注１）この行程の乗車に必要な乗車券類は、最初の列車の乗車前に購入するものとする。 

（注２）乗車券の有効期間内に全ての列車に乗車するものとする。 

（注３）行程におけるＪＲ九州とＪＲ西日本の境界駅は（博多駅）であり、ＪＲ東海とＪＲ東日本の境界駅

は（東京駅）である。 

 

＜行程＞ 

 

久留米駅    （博多駅）   （東京駅）    宇都宮駅 

 

■久留米駅から博多駅まで新幹線「つばめ」に乗車する。 

■博多駅から東京駅まで新幹線「のぞみ」に乗車する。 

■東京駅から宇都宮駅まで新幹線「やまびこ」に乗車する。 

 

 

 

ア．必要な運賃は、久留米駅から宇都宮駅までの乗車距離による額である。 

イ．必要な運賃は、①久留米駅から宇都宮駅までの乗車距離による基準額、②東京駅から宇都宮駅までの

乗車距離による加算額の①②を合計した額となる。 

ウ．必要な運賃は、①久留米駅から宇都宮駅までの乗車距離による基準額、②久留米駅から博多駅までの

乗車距離による加算額の①②を合計した額となる。 

エ．必要な運賃は、①久留米駅から宇都宮駅までの乗車距離による基準額、②久留米駅から博多駅までの 

乗車距離による加算額、③東京駅から宇都宮駅までの乗車距離による加算額の①②③を合計した額とな

る。 
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（２）次の経路による行程で大人１人が乗車するために必要なグリーン料金の額に関する次の記述のうち、正

しいものはどれか。 

（注１）この行程の乗車に必要な乗車券類は、最初の列車の乗車前に購入するものとする。 

（注２）全ての列車でグリーン車指定席を利用するものとする。 

 

＜行程＞ 

１日目 ８月 20日（木） 通常期 

 

「のぞみ」       「こだま」 

新横浜駅        名古屋駅        米原駅 

 

（注）名古屋駅では、一度新幹線の改札口を出たのち「こだま」に乗車する。 

 

 

２日目 ８月 21日（金） 繁忙期 

 

「ひかり」      「のぞみ」 

米原駅        京都駅        徳山駅 

 

（注）京都駅では、新幹線の改札口を出ないで「のぞみ」に乗車する。 

 

 

 

ア．新横浜駅から米原駅までの営業キロに対するグリーン料金・・① 

米原駅から京都駅までの営業キロに対するグリーン料金・・② 

京都駅から徳山駅までの営業キロに対するグリーン料金・・③ 

この行程を乗車するために必要なグリーン料金は①＋②＋③の合計額である。 

 

イ．新横浜駅から名古屋駅までの営業キロに対するグリーン料金・・① 

名古屋駅から米原駅までの営業キロに対するグリーン料金・・② 

米原駅から徳山駅までの営業キロに対するグリーン料金に 200円加算した額・・③ 

この行程を乗車するために必要なグリーン料金は①＋②＋③の合計額である。 

 

ウ．新横浜駅から名古屋駅までの営業キロに対するグリーン料金・・① 

名古屋駅から米原駅までの営業キロに対するグリーン料金・・② 

米原駅から徳山駅までの営業キロに対するグリーン料金・・③ 

この行程を乗車するために必要なグリーン料金は①＋②＋③の合計額である。 

 

エ．新横浜駅から米原駅までの営業キロに対するグリーン料金・・① 

米原駅から京都駅までの営業キロに対するグリーン料金に 200円加算した額・・② 

京都駅から徳山駅までの営業キロに対するグリーン料金に 200円加算した額・・③ 

この行程を乗車するために必要なグリーン料金は①＋②＋③の合計額である。 
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（３）次の経路による行程で大人１人が乗車するために必要な普通乗車券に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。 

（注）この行程の乗車に必要な乗車券類は、最初の列車の乗車前に購入するものとする。 

 

＜行程＞ 

令和８年７月 10日（金） 

 

東海道新幹線（幹線）、営業キロ 102.7キロ 

岐阜羽島駅        豊橋駅 

 

令和８年７月 11日（土） 

 

飯田線（地方交通線）、営業キロ 8.7キロ・換算キロ 9.6キロ 

豊橋駅          豊川駅 

 

令和８年７月 13日（月） 

 

飯田線（地方交通線）、営業キロ 53.7キロ・換算キロ 59.0キロ 

豊川駅          中部天竜駅 

 

 

 

ア．「岐阜羽島駅から中部天竜駅までの営業キロ 102.7キロ＋換算キロ 9.6キロ＋換算キロ 59.0キロ」の

乗車距離による乗車券１枚が必要である。 

イ．「岐阜羽島駅から中部天竜駅までの営業キロ 102.7キロ＋営業キロ 8.7キロ＋営業キロ 53.7キロ」の

乗車距離による乗車券１枚が必要である。 

ウ．「岐阜羽島駅から豊川駅までの営業キロ 102.7 キロ＋営業キロ 8.7 キロ」の乗車距離による乗車券１

枚、「豊川駅から中部天竜駅までの換算キロ 59.0キロ」の乗車距離による乗車券１枚の計２枚の乗車券

が必要である。 

エ．「岐阜羽島駅から豊川駅までの営業キロ 102.7キロ＋換算キロ 9.6キロ」の乗車距離による乗車券１

枚、「豊川駅から中部天竜駅までの営業キロ 53.7キロ」の乗車距離による乗車券１枚の計２枚の乗車券

が必要である。 
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（４）次の経路による行程で大人１人が閑散期に乗車するために必要な新幹線の特急料金およびグリーン料金

・グランクラス（Ａ）料金の合計額について、資料に基づき、正しいものを選びなさい。 

 （注１）この行程の乗車に必要な乗車券類は、最初の列車の乗車前に購入するものとする。 

 （注２）東京駅から上越妙高駅まで同日に乗車する。 

 

＜行程＞ 

（閑散期） 

         北陸新幹線「かがやき」         北陸新幹線「はくたか」 

          グランクラス（Ａ）          グリーン車指定席 

  東京駅                 長野駅               上越妙高駅 

          営業キロ 222.4キロ          営業キロ 59.5キロ 

 

（注）長野駅では、新幹線の改札口を出ないで「はくたか」に乗車する。 

 

＜資料＞ 

■北陸新幹線〔かがやき〕〔はくたか〕〔あさま〕〔つるぎ〕普通車指定席特急料金（通常期） 

  ・東京駅 － 長野駅       4,270円 

 ・東京駅 － 上越妙高駅    4,270円 

  ・長野駅 － 上越妙高駅    2,400円 

 

■ＪＲ東日本内グリーン料金 

・（営業キロ） 100キロまで    1,300円 

・（営業キロ） 200キロまで    （略） 

・（営業キロ） 400キロまで   4,190円  

 

■ＪＲ東日本内グランクラス（Ａ）料金 

・（営業キロ） 100キロまで    8,300円  

・（営業キロ） 200キロまで    （略）  

・（営業キロ） 400キロまで   11,190円 

 

 

ア．4,270円－200円－530円＝3,540円（特急料金）・・・① 

4,190円＋（11,190円－4,190円）＝11,190円（グリーン料金・グランクラス（Ａ）料金）・・・② 

①＋②＝14,730円 

イ．4,270円－200円－530円＝3,540円（特急料金）・・・① 

11,190円＋1,300円＝12,490円（グリーン料金・グランクラス（Ａ）料金）・・・② 

①＋②＝16,030円 

ウ．（4,270円－530円）÷2＋（2,400円－530円）÷2＝2,805円 → は数整理 → 2,800円（特急料

金）・・・① 

11,190円÷2＋1,300円÷2＝6,245円 → は数整理 → 6,240円 （グリーン料金・グランクラス 

（Ａ）料金）・・・② 

①＋②＝9,040円 

エ．4,270円（特急料金）・・・① 

4,190円＋（11,190円－4,190円）＝11,190円（グリーン料金・グランクラス（Ａ）料金）・・・② 

①＋②＝15,460円  
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（５）ＪＲの乗車券類の払いもどしに関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

（注１）払いもどしは、特定の記述がない限り、旅客の都合によるものとする。 

 （注２）乗車券類はＪＲの駅で現金で購入したものとする。 

 （注３）乗車券類は購入時から旅客の都合による変更が一度もされていないものとする。 

 

ア．７月 14 日から有効な 1,100 円の小児自由席特急券を７月 12 日に払いもどす場合の払いもどされる

額は 880円である。 

イ．在来線特急列車のグリーン車を利用して旅行中の旅客が、目的地に到着する前に途中下車をした場合、

不乗区間分のグリーン料金の払いもどしを受けることはできない。 

（注）途中下車は旅客の都合によるものとする。 

ウ．特急料金が 4,800円の山陽・九州新幹線の普通車指定席特急券を所持する旅客が、目的地の到着時刻

が 11 時 40 分の新幹線に乗車後、ＪＲの都合により 14 時 35 分に目的地に到着したため当該特急料金

の払いもどしを請求した。この場合の払いもどされる額は 4,800円である。 

エ．６月 30日の在来線特急列車の指定席に乗車するための乗車券と指定席特急券が１枚で発行された券 

「収受料金は 3,050円（内訳として運賃 1,520円・指定席特急料金 1,530円）」を所持する旅客が、６

月 23日にこの券の払いもどしを請求した場合の払いもどされる額は 2,830円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<以 上> 


